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2007 年の「明治古典会、七夕古書大入札会」に出

品された高木菊三郎旧蔵の外邦図関係資料を、同年

度の科学研究費によって購入したことにくわえ、そ

のなかで最も重要と思われる資料の仮目録について、

外邦図研究ニューズレター第 5 号で報告した（小林・

金 2008）。この資料の内容は、中国大陸の外邦図の

作製過程を考える際に、大きな意義をもつと考え、

緊急に仮目録を掲載することにしたのである。 
その後、購入より 1 年以上を経過し、仮目録のま

までは利用にさしつかえるので、これに解説を加え

た本目録の準備を開始した。しかし、検討していく

につれて、それを本格的なものとするには、さらに

研究が必要であることがあきらかになってきた。そ

のため本資料の解説と目録を一挙に掲載することは

あきらめ、上下二回に分けて掲載することとした。

本資料には、全体で 23 点の資料があり、点数はさ

ほど多くはないが、今回はその 1～11 について解説

と目録を示すことにしたい。なお全23点の資料は、

大阪大学の図書としてすでに登録されていることを

ことわっておきたい。 
本資料には、一枚物の印刷図もみられるが、一枚

物や冊子体の印刷図に手書きの補足がおこなわれて

いるもの、さらにはその上に透明の硫酸紙状の紙を

貼り付け、手書きで補足するものもある。くわえて

重要なのは、複数の手書き図を綴じた小冊子で、そ

の内容を仮目録として外邦図研究ニューズレター5
号に掲載したわけである。これらはいずれも高木菊

三郎の作業によるものと考えられ、その目的、方法、

さらに他の資料との関係など、利用にあたって検討

すべきことが少なくない。またこの作業は、第二次

世界大戦終結前に陸地測量部でおこなわれたと考え

られ、その業務との関係についても配慮が必要であ

る。 
以下では、まず高木菊三郎の略歴ならびに著作に

ついて概観し、上記作業がおこなわれた可能性のあ

る時期を考える。つぎに目録に示す資料の検討にう

つり、手書き図を綴じた小冊子体の資料については、

別の節で集中的にこれをおこなうこととする。 
 
１．高木菊三郎の略歴 

高木菊三郎（1888-1967）の略歴は、その著書『明

治以降日本が作った東亜地図の科学的妥当性につい

て』（高木 1961）の巻末に掲載されている。これに

よれば、1900～1906 年は帝国図書館出納係に勤務

しており、その間、東京私立正則英語学校高等科を

1904 年に、さらに東京私立正則予備学校中等科を

1906 年に卒業した。おそらく夜学によったものと考

えられる。1906 年に陸地測量部に就職したあとも、

1909 年に東京高等工業学校附設工業補修学校で写

真法・図案法・工業図案製板法・建築製図などを「修

業」したとしており、苦学生であったことがうかが

える。こうした経歴から、高木の陸地測量部修技所

での入学が想像されるが、『陸地測量部修技所・同教

育部・地理調査所技術員養成所 卒業者名簿』（日本

測量協会 1952）に高木の名前は見あたらない。 
陸地測量部に職をえてから、高木がどのような部

署で活動していたかは記していないが、「研究歴」の

項に、1913 年に陸地測量部の部内誌であった『三交

会誌』に「我国に於ける最古の地図と大僧正行基の

事績」と題する文章を書いたとしているところから

すると、地図史・地図学史についてはやくからつよ

い関心を持っていたことがあきらかである。外邦図

に関連しては、すでに 1914 年に、東亜同文会依（委）

嘱「改訂三百万分一支那全図」製作にたずさわった

という。1918 年の条には「シベリア事変に際し極東

測量部作成のソ連版地図を調査整理す」とのべ、外

邦図に直接関連する資料にふれる機会をえたことが

わかる。シベリア出兵に際し押収したロシア製地図

について、分類整理する作業にたずさわったわけで

ある。1931 年には、著書『日本地圖測量小史』（高

木 1931）を刊行するが、これに外邦図が登場しない

のは、市販の書物ではふれることができなかったか
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らであろう。1932 年の条には、「満州事変支那製地

図、原図、原版の調査」、さらに 1939 年の条には、

「支那事変時支那製地図の調査」と、中国側から押

収した地図の検討をおこなっている。いずれの場合

も大量の地図が押収されたが、後者の場合（1937 年

12 月に南京の陸地測量總局で押収したもの）はとくに多

く、高木著・藤原編（1992: 213-240）で詳しく紹介

している。しかし、1940 年の地学雑誌に掲載された

「支那地図概説」（高木 1940）では、やはりこの種

の地図にふれていない。 
1941 年 12 月に、高木は『外邦兵要地圖整備誌』

を陸地測量部に提出する。これは陸地測量部總務課

長から執筆を依頼されたもので、それまで蓄積して

きた高木の地図史・地図作製史の知識が評価された

ことを示すものであろう。また『外邦兵要地圖整備

誌』には、第二次世界大戦への参戦をひかえ、それ

までの外邦図の作製過程をふりかえるような意義も

あったと考えられる。このリプリント（高木著・藤原

編 1992）によって、当時の高木の外邦図認識をくわ

しく知ることができる。さらに高木は、1942 年に南

方地名調査委員会委員となり、地名調査のほか南方

地図の精度調査にも従事する。1942 年 5 月の「南

方地図精度調査概況」（高木著・藤原編 1992: 339-364）
は、この時点までに、東南アジア地域について日本

軍が入手していたと考えられる地図とその作製を概

観するもので、この委員会の業務に関連したものと

みてよいであろう。 
1943 年になると、陸地測量部ではあらたに部内誌

『研究蒐録地図』を刊行するようになり、高木も参

加した外邦測量に関する座談会記録「明治三十七、

八年戦役と測量」（松井ほか 1944）のほか、概説的な

「我国陸軍に於ける軍用地圖の概況」（高木 1944）
も掲載されていく。 
戦後になってからは、外邦図についての著作は少

なく、まとまったものとしては、上記『明治以降日

本が作った東亜地図の科学的妥当性について』（高木 
1961）だけのようである。これには、中国大陸の外

邦図に関する図もいくつか掲載している。第二次大

戦後の著作で、ほかに外邦図にふれるものとしては、

『陸地測量部沿革史 終末篇』（高木 1947）および

「樺太境界の商議と地図」（高木 1959、ただし筆者未

見）がある。また、『日本に於ける地図測量の発達に

関する研究』（高木 1966）の第 2 部は、上記『明治

以降日本が作った東亜地図の科学的妥当性につい

て』（高木 1961）の転載であることを付記しておき

たい。 
以上のような略歴と著作から、高木菊三郎は中国

大陸にかぎらず、東南アジア地域に関する外邦図に

ついて深い知識をもっていたと考えられる。以下で

は、各資料の特色を述べるとともに、その高木の著

作との関係についても検討したい。 
 
２．11点の資料の形式と内容 

ここで検討する資料には、上記のようにいくつか

の形式のものがみられる。まずこの点に注目して、

資料を分類しつつ検討してみることにしたい。 
一枚物の印刷図としては⑪「二百万分一大東亜航

空圖」がある。ただしメルカトール図法の世界地図

で、航空路線の記入は見られない。 
これに類似するものがモノクロの写真版で、⑦「○24

兵要地誌圖」、⑨「①航空圖」、さらに⑩「⑨地形圖 

其二（本製假製十万分一）」がある。いずれも原寸大

ではなく、縮小されたものであろう。これは形式の

類似性から、すでに作られていた冊子体の一覧図集

の一部の写真と考えられ、その名称と内容から、長

岡（2009: 98）の紹介する「支那地域兵要地圖整備目

録」（表Ⅲ-1-6）の一部によるものであることが確実

である。この 24 頁が⑦「○24兵要地誌圖」、1 頁が⑨

「①航空圖」、9 頁が⑩「⑨地形圖 其ノ二（本製假

製十万分一）」の原本と想定される。⑦「○24兵要地誌

圖」の各所には、書き込みも写っている点が注目さ

れる。 
冊子体の印刷図としては、④「南方地區地圖整備

目録」がある。この作製は 1941（昭和 16）年 10 月

となっており、第二次世界大戦参戦直前であること

がわかる。東南アジア～南西太平洋地域における、

アメリカやイギリス、オランダとの戦争を予想して

作製されたものと考えられる。完全な冊子ではなく、

4 頁と 5 頁はモノクロの複写である。これは上記の

写真版とはちがい、電子複写によるもので、「明治古

典会、七夕古書大入札会」への出品者である忠敬堂

古書店の今井哲夫氏にうかがったところ、同氏が補
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足したものという。 
④「南方地區地圖整備目録」にあらわれる、大縮

尺図を入手していた地域として、まずフランス領イ

ンドシナがあるのは、仏印進駐（1940 年 9 月）によ

って地図を接収したからであろう。またオランダ領

東インドについては、在英大使館駐在武官が在オラ

ンダ大使館等の協力により、「帝国大学地図学術研究

所」で必要な地図という名目で広域的に入手したも

の（防衛庁防衛研修所戦史室 1966: 26-29；杉田 1987: 
108, 142, 175, 187）と考えられる。 
なお、④「南方地區地圖整備目録」の 6, 7, 9 頁に

は、一部鉛筆による書き込みがあり、高木が作業用

に使用したことがあきらかである。 
つぎに既成の印刷図のうえに手書きで記入された

ものとして、⑧（仮称）民國製五万分一圖の精度評

価図がある。昭和 13 年製版・同 9 月発行の「民國

製五万分一圖一覧表」をベースマップとして、色鉛

筆で精度の違いを表記している。作成時期を明示し

ないが、上記のような大量の民国製地図の押収に関

連するものであろう。高木菊三郎が、どのような資

料をつかって精度評価をおこなったかについて関心

が引かれるが、日本軍が作製したものとの比較もお

こなわれたと考えられる。 
⑥「支那製二十万分一圖精度調査一覧表」も、中

国製地図の精度評価に関係するが、これは図ではな

く、謄写版の小冊子（2 頁）である。天測によると思

われる基準点とのちがいに注目している。約 50 の

地点についてこれを記し、ズレは大きいもので 25
キロメートル、小さいもので数キロメートルである。 
上記と形式はややちがうが、清国製の地形図の一

覧図の集成である⑤「直隷・熱河・察哈爾地形圖目

録」にも、鉛筆による書き込みがみられる。地図の

グループごとに、手書きの図幅名を示した一覧図の

青焼きを貼り付け、その接続関係を示している。 
⑤「直隷・熱河・察哈爾地形圖目録」に記載され

た地形図が作製された光緒 33 年は、1907 年にあた

る。ただし、台北の中央研究院近代史研究所で画像

を閲覧したその一部は、等高線を欠き、山地あるい

は丘陵と考えられる部分に雲形の模様を描いており、

近代地形図とはいいがたい。緯度経度も示さず、本

格的な近代地図にいたる過程にある図と考えられる

ものであるが、地名などの参考資料として収集され

たものであろう。 
残る 3 点は、本資料の中でもっとも重要な小冊子

体の地図で、いずれも手書きで着色された図で構成

される。用紙は透明度の高い硫酸紙状の紙で、いく

つかの図を重ねてみられるように工夫されている。

これらに関しては、形式や内容だけでなく、作成さ

れた経緯などについても検討が必要と考えられ、次

節でまとめておこないたい。 
以上のようにみてくると、本資料は高木菊三郎の

作業図を含んでいる点に大きな特色がある。次回に

目録を掲載する予定のものにも、そうした図が含ま

れており、外邦図の作製や管理にアプローチするに

際して大きな意義をもつものと考えられる。 
 
３．中国大陸の10万分の1地図の整備過程を概観す

る図群 

小冊子体の地図は 3冊あり、それを通じる主題は、

中国大陸の 10 万分の 1 地図の整備過程の概観にあ

る。その構成は以下のようになっている。 
①「大正十一年以降支那製十万分一図ニ依ル改造

『北支那十万分一図』及『南支那十万分一図』

整備要図」 
②「明治四十二年以降臨時測図部、支那駐屯軍司

令部所測仮製十万分一図整備經過要図」 
③「明治二十七八年乃至昭和七年満洲十万分一図

整備要図」 
三者いずれも10万分の1図を主題としているのは、

1908（明治 41）年に外邦図をこの縮尺で作製する基

本方針が立てられた（高木著・藤原編 1992: 30）こと

によるものと考えられる。 
三者の構成を検討すると、相互の関係はつぎのよ

うになっていることがわかる。③「明治二十七八年

乃至昭和七年満洲十万分一図整備要図」は、中国大

陸のうち北東部の旧満州をとりあつかう。この場合、

その構成から日本軍による測量による地図だけでな

く、押収したロシア製地図や中国製地図による補正

や補填までも含んでいる。これに対し、①「大正十

一年以降支那製十万分一図ニ依ル改造『北支那十万

分一図』及『南支那十万分一図』整備要図」と②「明

治四十二年以降臨時測図部、支那駐屯軍司令部所測
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仮製十万分一図整備經過要図」は、とりあつかう地

域は、中国大陸の海岸に近い主要地域である点は共

通しているが、後者が日本軍の作成であるのに対し、

前者は中国製地図による補正や補填を主にとりあつ

かう。また、前者が大正 11（1922）年以降となって

いるのに対し、後者は明治 42（1909）年以降と、時

期もちがっている。ともあれ、これら三者をあわせ

て、日本軍の行動が予想される中国大陸の主要部を

カバーしようとしていることがあきらかである。 
ただしこの場合、10 万分 1 地形図は、これ以外の

地域についても作製されていたことに留意しておく

必要がある。高木著・藤原編（1992: 36）に掲載され

た「外邦十万分一圖地方別總圖名一覧図、其一、其

二」では、「北樺太十万分一圖」、「樺太十万分一圖」、

「西伯利十万分一圖」、「朝鮮十万分一圖」、「朝鮮満

洲十万分一圖」、「關東州十万分一圖」、「蒙古十万分

一圖」、「蒙彊十万分一寫眞測量要圖」の範囲を示し

ている。また、そこで示される各グループの境界は、

ここで検討する 3グルーブの境界と一部が一致しな

い点も指摘しておく必要があろう。 
もうひとつ気にかかるのは、三者が作製された時

期である。いずれについても作製の時期の明記はな

く、内容による以外にない。それぞれで最も新しい

時期の状態を示す図は、①「大正十一年以降支那製

十万分一図ニ依ル改造『北支那十万分一図』及『南

支那十万分一図』整備要図」では、1935～6（昭和

10～11）年、②「明治四十二年以降臨時測図部、支

那駐屯軍司令部所測仮製十万分一図整備經過要図」

では 1933（昭和 8）年、③「明治二十七八年乃至昭

和七年満洲十万分一図整備要図」は 1932（昭和 7）
年である。すでに見た高木菊三郎がたずさわった外

邦図関係の業務をみると、1932 年の「満州事変支那

製地図、原図、原版の調査」、あるいは 1939 年の「支

那事変時支那製地図の調査」が対応する可能性があ

るが、三者同時期というよりも、それぞれ別の時期

に作製されたと考えることもできよう。なお、①「大

正十一年以降支那製十万分一図ニ依ル改造『北支那

十万分一図』及『南支那十万分一図』整備要図」の

冒頭の「北支那及南支那十万分一図編纂資料要図」

の示す、補正に利用した民国製地図の年代は、最も

新しいものが 1931（民国 20）年である。満州事変に

際し、奉天（現瀋陽）の東三省陸地測量總局で押収

した地図の年代が、民国 2～3 年ころより 10 年ころ

までとされている（高木著・藤原編 1992: 213）とこ

ろからすると、それ以後に押収した図を利用して補

正した図を、参考にしたと考えざるを得ない。 
つぎに、三者を個別に検討したい。構成が単純と

思われる②「明治四十二年以降臨時測図部、支那駐

屯軍司令部所測仮製十万分一図整備經過要図」から

みると、まずタイトルが「明治四十二年以降」とな

っているのは、上記のように外邦図の縮尺の基本を

10 万分の 1 にしたのがこの時期であるからとみら

れる。また作製者が臨時測図部と支那駐屯軍司令部

となっているのは、1913（大正 2）年の第 2 次臨時

測図部の解散以後、中国大陸の外邦測量の主体が、

支那駐屯軍司令部付きの測量者グループになったか

らと考えてよいであろう。 
②「明治四十二年以降臨時測図部、支那駐屯軍司

令部所測仮製十万分一図整備經過要図」には、罫紙

に書かれた付属文書があり、まずその目次を示して

いる。これにはつぎのような備考があり、各図の見

方を示している。 
本一覧図中掲記シアル数字ハ其図ノ出版年紀ヲ示

スモノナルヲ以テ其製図完成ハ其年若クハ其前年

トシテ見ルベク其測図ハ其製図ノ前年ニ係ルヲ通

例トス 
仮令ハ明治四十三年出版ノ地図ハ明治四十一年乃

至明治四十二年ノ測図ニシテ四十二年進達同四十

二、三年ノ製図製版ニ係リ四十三年の［原文のまま］

出版発行ヲ示スカ如シ 
また、これにつづいて「明治四十二年以降臨時測

図部所測仮製十万分一図ノ整備ニ就テ」と題する、

つぎのような説明書がある。 
臨時測図部所測ニ係ル十万分一外邦図ハ其頭初臨

時測図部の［原文のまま］創始時ニ於テハ遼東半島、

満洲、朝鮮方面ノ五万分一、二万分一等ノ測図ヲ

有シ漸次整理中ナリシガ明治四十一年臨時測図部

ノ制度改正ニ伴フ十万分一外邦測図ノ実施ニ伴ヒ

北支那及ヒ南支那ヲ通シ支那本土ヲ包含スルニ至

リタル仮製十万分一図ノ整備状況ヲ梯尺改正時即

チ明治四十二年以降ノ年次ニ從ヒ一覧的ニ提示セ

ントスルモノニシテ最近迄ニ於ケル整備ノ状況ヲ
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遡及的に［原文のまま］其初期ニ及フ如ク倒綴シタ

ルモノニシテ本要図ハ外邦地図調整中十万分一図

ノ調査に［原文のまま］関スル指針ヲ為スモノニシ

テ一覧図中図名其他ヲ省略シ色彩ヲ以テ之レニ代

エ薄葉ニ描キ置キタルヲ以テ其必要ニ応シ一覧図

ニ重ネ合スコトニヨリテ其内容ヲ検索スルヲ得ヘ

シ。即チ之れ［原文のまま］ニ依リテ之レヲ見レハ

其歴史的背景ニ依ル年次的要求其他ノ擴充的状況

ヲ容易ニ知得シ得ルモノナリ。 
本要図綴ノ初頁ニアルモノハ測図ノ実施区域内ニ

於ケル經緯度測量ノ成果ヲ示シタルモノニシテ、

次頁ニ於ケル外邦測図ノ実施年紀ノ概況ヲ示シタ

ルモノニシテ既測地図整備ノ基礎ヲ為シタルモノ

ナリ 
次ノ整備状況要図ハ昭和八年現在ノ概況図ニシテ

次頁以下各年度宛逓減セラレテ初期明治四十二年

製版完了時ニ至ルモノトス而シテ本表中（４３）

（１）３を［原文のまま］以て［原文のまま］表ハシ

タルモノハ明治、大正、年代ヲ表ハシ１ ２の［原

文のまま］如ク括弧ヲ附セサルモノハ昭和年代ヲ

表ハスモノトス（［ ］内引用者） 
最初のパラグラフでは、まず 10 万分の 1 図の作製

開始についてふれ、その整備過程を遡及的に示しつ

つも、細部の把握を容易にするため、図の重ね合わ

せできるようにしたと述べている。次のパラグラフ

では、最初の 2 ページの内容を紹介する。冒頭の「臨

時測図部測図区域並經緯度測量実施関係要図」では、

天測が行われた地点とその緯度経度を示し、つづく

「明治四十二年以降臨時測図部所測十万分一外邦図

測図年紀概見図」では、各地域での測量（出版）時

期を一望するわけである。さらに最後のパラグラフ

で、各年次の図の見方を示すことになる。これによ

って、本資料の構成や配列の意図がよく理解できよ

う。なお、上記のうち、第 2 ページの「明治四十二

年以降臨時測図部所測十万分一外邦図測図年紀概見

図」は、中国大陸における外邦図整備過程を概観す

るのに意義があると考え、近刊の『近代日本の地図

作製とアジア太平洋地域』（小林編 2009）に口絵１と

して掲載していることを付記しておきたい。 
なお、上記の説明のあとに、さらに次の一文を付

している。 

本要図ノ原タル支那地図一覧表（其二）中仮製十

万分一図一覧表中ニ經緯度数字ヲ附記シアルモ未

整理図ニシテ經緯度値不明ナルヲ以テ削除スルヲ

至当トスルモノナリ 
ここでいう「支那地図一覧表（其二）」がどのような

ものであるか、現在のところ不明であるが、この中

に「仮製十万分一図一覧表」が含まれているとすれ

ば、冊子体の可能性もある。長岡（2009）や鈴木（2009）
の紹介する一覧図もあわせて検討すべきであろう。 
ところで、②「明治四十二年以降臨時測図部、支

那駐屯軍司令部所測仮製十万分一図整備經過要図」

の成果が、『外邦兵要地図整備誌』にどのように反映

されているか関心が引かれるが、図としての提示は

見られない。ただし、「支那本土ニ於ケル十万分一測

圖實施地方及年紀概見表」（高木著・藤原編 1992: 
198-199）に、ほぼそれと一致する記載が見られるこ

とを指摘しておきたい。 
つぎに①「大正十一年以降支那製十万分一図ニ依

ル改造『北支那十万分一図』及『南支那十万分一図』

整備要図」の検討にうつろう。本資料にみえる図の

図示範囲は、②「明治四十二年以降臨時測図部、支

那駐屯軍司令部所測仮製十万分一図整備經過要図」

とほぼ同じであり、これの不足分を民国製図によっ

ておぎなうものと考えられる。ただし、両者では、

内陸部の省の境界が大きくずれる箇所もあり、その

関係は単純ではない。 
最初のページに示す「北支那及南支那十万分一編

纂資料要図」では、すでに見たように、民国製の図

の年代と測量機関を示す。表１は、これを整理した

ものである。本図から、民国製の地図によって、日

本軍が 10 万分の 1 図を大きく充実させたことがあ

きらかである。 
「支那製十万分一編纂図改造集成要図」は、その

方法を示している。内陸部の山西省、河南省の西部、

湖北省、湖南省については、民国製図の図郭（経度

30 分、緯度 30 分）を切り替えて、外邦 10 万分の 1
図（経度 30 分、緯度 20 分［原文では 40 分としているが、

これはあきらかに誤り］）にしたことを示している。な

お、本資料の末尾に配置された図から、大正 11、12
年の「改造」は湖南省についておこなわれたことが

わかる。これは、『外邦兵要地図整備誌』のつぎのよ
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表１ 10 万分の 1図の編纂に使用した民国製図 

省 縮尺 民国製図の年代 測量機関 日本製図 
直隷省 1/10万 1915（民国 4） 直隷陸軍測量局 支那駐屯軍司令部 1915 年 
山西省 1/10万 1927（民国 16） 参謀本部製図局  
山東省 1/10万 1916（民国 5） 山東陸軍測量局 支那駐屯軍司令部 1915 年 

膠済鉄道沿線空中寫眞測量 
河南省 1/10万 

1/10万 
1/5 万 

1926（民国 15） 
1931（民国 20） 
1931（民国 20） 

国民革命軍総司令部参謀署 
参謀本部陸地測量総局 
参謀本部陸地測量総局 

 

陝西省 1/10万 1915（民国 4） 陝西陸軍測量局  
江蘇省 1/10万 1930（民国 19） 参謀本部陸地測量総局  
安徽省 1/10万 1926（民国 15） 参謀本部製図局  

湖北省 1/10万 1916（民国 5） 
1921（民国 10） 
1926（民国 15） 

湖北陸軍測量局 
湖北陸軍測量局 
総司令部参謀處 

 

湖南省 1/10万 1916（民国 5） 参謀本部陸地測量局  

 
うな記載に対応するものである。 
‥‥大正十二年前後ニ於テ支那製十万分一圖湖南

省及湖北省圖ヲ入手シ我支那駐屯軍司令部所測ノ

整備區域外地域ノ整備ヲ企圖シ我實測圖ノ廣袤ニ

應スル如ク圖幅ヲ改造（我十万分一圖ハ經度三十分

緯度二十分ナルモ支那十万分一圖ハ經度三十分緯度十

五分ナリ）整備ス是ヨリ漸次支那製地圖ニ關心ヲ

有スルニ至リタルモノナリ 
次テ昭和十年以降支那製五万分一江蘇省圖及浙江

省圖、安徽省圖其他ヲ入手シ之レヲ主体トスル支

那製地圖ノ整備ニ邁進セントスルスル［原文のま

ま］ノ景況ニ在リ（高木著・藤原編 1992: 41、［ ］
内引用者） 

どのような経緯でこの時期に民国製地図が入手でき

たか不明であるが、その利用はこの時期に始まり、

拡大していったわけである。 
さらに③「明治二十七八年乃至昭和七年満洲十万

分一図整備要図」にふれておきたい。旧満州につい

ては、日清戦争時に編成された第 1 次臨時測図部以

後測量が本格化する。本資料の末尾に付された「明

治二十七八年以降明治三十七年乃至四十三年『満洲

五万分一測図』ノ編製整理ニ係ル満洲十万分一図及

明治四十一年乃至同四十三年臨時測図部実施十万分

一測図区域一覧図」に、明治期におこなわれた測図

の範囲をまとめて示しているのは、そのベースライ

ンの確認を目的としているとみてよいであろう。こ

の図から、旧満州の南部だけが明治末までに測図さ

れていたことがわかる。 
その後大正期にはいると、関東都督府参謀部、支

那駐屯軍司令部、臨時土地調査班の測図がおこなわ

れていく。第一次世界大戦が始まって、満州ではそ

の影響によるロシア勢力の退潮が感じられるように

なると、中国側の内紛などもあり、それ乗じた満州

北部の測量（北満地方臨時土地調査）が企画される

（1917［大正 6］年 8 月）。その最初が臨時外邦測量班

で、2 班が 1917 年末および 1918 年初頭に派遣され

た（小林解説 2009: 87-95）｡これにつづいて 1918［大

正 7］年 3 月より派遣されたのが、より大規模な臨

時土地調査班で、満州にくわえて、ロシア側の内乱

に乗じたシベリアの測量もあわせて目的としていた

（小林解説 2009: 164-167）。「大正七年臨時土地調査

班測図区域一覧図」は、その満洲における成果を示

しているわけである。なお同年 8 月には、日本軍の

シベリア出兵にあわせてシベリアの本格的な測量を

目的とする臨時測図部が派遣されることになった

（小林解説 2009: 208-212）。 
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つづく「大正七乃至十年鹵獲露版八万四千分一図

ノ改造『満洲十万分一図』ト之レカ入手ニ伴フ朝鮮

駐剳軍司令部、臨時土地調査班、支那駐屯軍司令部、

臨時第二測図部、特別測図班測図区域一覧図」は、

臨時測図部によるロシア製地図の押収（小林編 2009: 
220-222）に際し、満洲域内の地図も多量に発見され、

それによって 10 万分の 1 図が大きく充実したこと

を示している。朝鮮駐剳軍司令部以下は、この「改

造」に関与した機関を示している。このうち臨時第

二測図部は、ウラジオストクやハバロフスク方面を

担当する臨時第一測図部に対し、イルクーツクなど

西部方面を担当するもので、1918 年 9 月に動員さ

れた（小林編 2009: 287-290）。また特別測図班は、解

体される予定の臨時第一測図部の任務の一部を継承

するため、1919［大正 8］年 4 月に編成され、シベ

リア～モンゴル、吉林・黒竜江省での測量をめざし

た（小林解説 2009: 2-3）。 
「大正十一年乃至十三年支那駐屯軍司令部、関東

軍司令部臨時土地調査班ニ於ケル修正測図区域一覧

図」に関東軍司令部が登場するのは、関東都督府か

らの独立（1919［大正 8］年）を反映したものであろ

う。また臨時土地調査班は、シベリアのほか黒竜江

省の国境地帯の測量を担当した特別測図班（小林解

説 2009: 145-158）をさすと考えられる。 
「昭和三年ニ於ケル満州北部缺図部ノ支那製十万

分一図ニ據ル補塡区域一覧図」は、「中華民國五年乃

至九年東三省陸軍測量局調製十万分一調査図ヲ補塡

ス」と注記する。黒竜江省北部の広大な範囲におよ

ぶ、この民国製図の入手経緯は不明であるが、満州

事変や南京事件以前にもまとまった地図の入手があ

ったことを示している。 
以上のようにみてくると、③「明治二十七八年乃

至昭和七年満洲十万分一図整備要図」では、旧満州

の外邦図作製には、さまざまな機関が関与し、さら

にロシア製や民国製の地図も、その整備に利用され

た過程を、簡潔に示していることがわかる。この特

色は、地域の特性を反映するものでもあろうが、そ

の複雑な外邦図の作製過程を概観できる貴重な資料

と評価できる。なお、高木が第二次世界大戦後の著

作に掲載した「満洲十万分一測図及ソ連図支那図関

係要図」（高木 1961: 31；1966: 100-101）は、この冊

子の内容を簡略に集約するものと考えられる。しか

し、それぞれの地図群がこれに編入された時期につ

いては、言及がないことを付記しておきたい。 
 
以上、高木菊三郎旧蔵の外邦図関係資料の約半数

についてその特色を概観した。このうち、とくに手

書き図を綴じた冊子体の資料については、他の資料

を参照しつつ、その内容の意義についてひとつひと

つ理解していく必要のあることがあきらかであろう。

今後は、残る資料についても検討を進め、とくに重

要なものについては、画像の公開も考えてみたい。 
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